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３．論題 中国企業によるクロスボーダーM&A の特徴に関する研究 
 
４．論文の要旨 
 本論文は 2000 年代初頭から急増した中国企業による対外 M&A（以下、クロスボーダーM&A）を研
究対象に取りあげ、個別企業の詳細な事例研究に基づき、中国企業のクロスボーダーM&A の特徴を明ら
かにすることを目的としている。 















第１章「M&A の概要」では、はじめにクロスボーダーM&A に限らず、広く M&A 全般について、そ
の用語定義やM&Aの発展史について記述している。M&Aおよびその関連用語の定義を明確にしたのち、


















連性が少なかったと指摘する。たとえば、M&A の動機や事業関連性に関する研究では、プレ M&A 段階




を分析するための有益な分析視点として、著者は Larsson & Finkelstein(1999)が提示した「M&A のパ
フォーマンスモデル」をあげ、次章でその内容が明らかにされる。 
































































第１に、プレ M&A 段階の特徴として、中国政府と関わりがあったこと。第２に、買収に先立って TCL
側の経営層に戦略面における見通しの甘さが見られたこと。第３に、TCL 側に買収先企業の経営資源を







































ある。第１に、中国企業によるクロスボーダーM&A は 1990 年代後半から始まった同国企業の急激な国
際化の波の中で起こった現象であったこと。第２に、中国企業のクロスボーダーM&A には、１つの決ま
ったやり方や方法が見られるわけではなく、それぞれの事例で中国企業が試行錯誤を繰り返しながら、














深く関わり、M&A のプロセスにおいてコア的役割を果たしていると主張する。Larsson & Finkelstein
のモデルの中で、組織統合の重要性をより強く反映させることが必要であると提言する。 
第２は、買収側の動機と被買収側の事情が組織統合におよぼす影響をモデルの中で考慮すべきではな
















































献点がある。とくに、中国企業が M&A に乗り出す動機や M&A の交渉プロセス、さらにはポスト M&A
の組織統合の経過についてまで踏み込んで事実を明らかにしている点が評価できる。これは M&A 準備
段階から M&A 締結後の事業運営段階に至るまで一貫したプロセスを分析するフレームワークを利用し
たことによって可能となっている。また決して多くはない事例数ではあるものの、プロセスを重視した
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詳細な事例研究を行ったことにより、結論部分において多くの発見事実や知見、理論的インプリケーシ
ョンや実践的提言を行うことができている。この点も本研究の大きな貢献点であるといえよう。 
他方、本論文には次のような課題も指摘される。 
第１に、中国企業のクロスボーダーM&A の独自性がどのようなものなのか、今一つ明確には示されて
いないことである。著者は事例分析の結果から、いくつか特徴を指摘するものの、それが中国企業に特
有のものなのか、あるいは、他国企業のクロスボーダーM&A にも同様に見られる現象なのかが、本論文
を読む限り判断できない。欧米企業や日本企業のクロスボーダーM&A に関する既存の事例研究にも言及
しつつ、中国企業のクロスボーダーM&A の特徴について、より一層明示的な説明が望まれるところであ
る。 
第２に、本論文で取りあげられているクロスボーダーM&A 事例の成否が、買収企業側の戦略や経営ト
ップのビジョンとどのような関係にあったのかが明確にされるべきであった。クロスボーダーM&A 案件
に対する買収企業側トップの予見や事前の判断・見通しといった経営者の諸機能が M&A の成否にどの
ような影響を与えたのか、クロスボーダーM&A における経営者の役割について明確な説明があれば、よ
り実践的なインプリケーションを引き出せたものと思われる。 
最後に、分析事例数の少なさが指摘される。本論文では４社９事例が取りあげられたが、中国企業の
クロスボーダーM&A の特徴をより明確に理解するためには、さらなる事例分析が必要であろう。先端技
術のような海外企業が保有する優れた経営資源を本国に取り込むために M&A を実施した事例、海外で
の市場展開を狙って M&A を実施した事例。本論文では前者の事例が多く扱われたが、より多くの事例
研究を行うことによって、バランスのとれた解釈や分析が可能になるであろう。加えて、将来的には、
中国企業のみならず他国企業のクロスボーダーM&A の事例分析も手掛け、それらが国際比較分析へとさ
らに発展することを望むものである。 
 
６．判定 
 本論文の貢献および所定の試験の成績を考慮して、本論文の提出者が博士（経営学）の学位を授与さ
れるのに十分な資格をもつものと判定する。 
